
川崎市後期高齢者医療保険料特別徴収に関する要綱 

平成２１年 ３月３１日 

２０川健険第２９８１号 

健 康 福 祉 局 長 専 決 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号。以下「高齢者医療確保法」という。）第１１０条において準用する介

護保険法第１３４条から第１４１条の２に規定する特別徴収について、法令

又は条例等で定める基準のほか、必要な事項を定めるとともに、市が行う後

期高齢者医療事務について必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるものの

ほか、高齢者医療確保法において準用する介護保険法(平成９年法律第

１２３号。以下「準用介護保険法」という。)の例による。 

 （特別徴収開始のお知らせ） 

第３条 区長は、準用介護保険法第１４０条第１項の規定により、高齢

者医療確保法施行規則第１１０条に規定する支払回数割保険料額に相

当する額を特別徴収の方法により徴収するときは、特別徴収開始のお

知らせにより通知するものとする。 

 （支払回数割保険料額の算定方法） 

第４条 準用介護保険法第１３５条第３項の規定に基づき、特別徴収する支払

回数割保険料額に１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てて得た

額とする。 

 （支払回数割保険料額の見込額） 

第５条 準用介護保険法第１３４条第４項、第５項及び第６項の規定により通



知が行われた場合において、同法第１３５条第３項の規定により特別徴収を

行うときは、次の各号に定める基準により算定した額とする。 

（１） 準用介護保険法第１３４条第４項の規定により通知が行われた場合に

おいて、高齢者医療確保法施行令第２３条第３号の規定により口座振替の方

法により保険料を納付する旨を申し出た被保険者に対する準用介護保険法第

１３５条第３項の規定により特別徴収を行うときは、当該年度の保険料を１

２で除して得た額に２を乗じて得た額とする。 

（２） 準用介護保険法第１３４条第５項の規定により通知が行われた場合に

おいて同法第１３５条第３項の規定により特別徴収を行うときは、当該年度

の保険料を１０で除して得た額に４を乗じて得た額とする。 

（３） 準用介護保険法第１３４条第６項の規定により通知が行われた場合に

おいて同法第１３５条第３項の規定により特別徴収を行うときは、当該年度

の保険料を８で除して得た額に２を乗じて得た額とする。 

（特別徴収額） 

第５条の２ 準用介護保険法第１３４条第１項、第２項及び第３項の規定によ

り通知が行われた場合において、同法第１３５条第１項又は第２項の規定に

より特別徴収を行うときは、次の各号に定める基準により算定した額とする

。 

（１） 準用介護保険法第１３４条第１項の規定により通知が行われた場合に

おいて、同法第１３５条第１項の規定により特別徴収を行うとき（準用介護

保険法第１３５条第３項並びに第１４０条第１項及び第２項の規定により当

該年の４月１日から９月３０日までの間に特別徴収の方法によって徴収して

いる場合を除く。）は、当該年度の月割減額前の保険料を１２で除して得た

額に６を乗じて得た額とする。 

（２） 準用介護保険法第１３４条第２項の規定により通知が行われた場合に



おいて、同法第１３５条第２項の規定により特別徴収を行うときは、当該年

度の月割減額前の保険料を１２で除して得た額に４を乗じて得た額とする。 

（３） 準用介護保険法第１３４条第３項の規定により通知が行われた場合に

おいて、同法第１３５条第２項の規定により特別徴収を行うときは、当該年

度の月割減額前の保険料を１２で除して得た額に２を乗じて得た額とする。 

（市町村決定額） 

第６条 準用介護保険法第１４０条第１項の規定により当該年度の初日からそ

の日の属する年の５月３１日までの間に支払回数割保険料額に相当する額を

特別徴収の方法によって徴収する場合は、前年度の年間保険料から当該年度

の初日からその日の属する年の５月３１日までの間に支払回数割保険料額に

相当する額を控除して得た額を５で除して得た額を当該年の６月１日から９

月３０日までの間に特別徴収の方法により徴収する支払回数保険料額とする

ことができる。 

２ 準用介護保険法第１４０条第２項に規定する被保険者について、同法第１

４０条第２項に規定する年の８月１日から９月３０日までの間に支払回数割

保険料額に相当する額を特別徴収の方法によって徴収する場合は、前年度の

年間保険料から当該年度の初日からその日の属する年の７月３１日までの間

に支払回数割保険料額に相当する額を控除して得た額を４で除して得た額を

当該年の８月１日から９月３０日までの間に特別徴収の方法により徴収する

支払回数保険料額とすることができる。 

３ 前２項の支払回数割保険料額に１００円未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。 

４ 区長は、第１項及び第２項の規定により特別徴収する額を変更する場合に

は、後期高齢者医療保険料納入通知書により特別徴収する額を被保険者又は

連帯納付義務者（以下「納付義務者」という。）に通知するものとする。 



（支払回数割保険料額の変更の申出） 

第７条 納付義務者は、支払回数割保険料額の変更の申出をするときは、支払

回数割保険料額変更申出書を区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の支払回数割保険料額変更申出書を受理した場合は、高齢者

医療確保法第１０６条に規定する賦課期日の前年度の所得より算定した保険

料見込額より算定した額を翌々月以降に特別徴収する支払回数割保険料額と

することができる。 

（納付方法の変更の申出） 

第８条 納付義務者は、高齢者医療確保法施行令（平成１９年政令第３１８号

）第２３条第３号の規定による納付方法の変更を行う場合は、長寿（後期高

齢者）医療保険料納付方法変更申出書を区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申出書を受理

した場合は、翌々月以降の保険料の納付方法を口座振替に変更することがで

きる。 

（納付方法変更の申出に係る通知） 

第９条 区長は、前条の規定による申出を受けた納付義務者について、納付方

法の変更をすることが適当であると認められる場合は、納付義務者へ長寿（

後期高齢者医療）保険料納付方法変更決定通知書を通知するものとする。た

だし、別の方法により納付義務者に対し決定の通知をした場合はこの限りで

はない。 

２ 区長は、前条の規定により申出を受けた納付義務者について、納付方法の

変更をすることが適当でないと認める場合は納付義務者へ長寿（後期高齢者

）医療保険料納付方法変更申請却下通知書を通知するものとし、納付方法の

変更後に保険料の徴収に支障があると認める場合は納付義務者へ長寿（後期

高齢者）医療保険料納付方法変更通知書を通知するものとする。ただし、別



の方法により納付義務者に対し納付方法の変更に係る決定の通知をした場合

はこの限りではない。 

（納付方法変更の申出の撤回） 

第１０条 納付義務者は、高齢者医療確保法施行令第２３条第３号の規定によ

る納付方法の変更の撤回を行う場合は、長寿（後期高齢者）医療保険料納付

方法変更申出書を区長に提出しなければならない。 

（納付方法変更の申出の撤回に係る通知） 

第１０条の２ 区長は、前条の規定による申出を受けた納付義務者について、

当該納付義務者に対し、長寿（後期高齢者医療）保険料納付方法変更取消通

知書を通知するものとする。ただし、別の方法により納付義務者に対し取消

の通知をした場合はこの限りではない。 

（様式） 

第１１条 この要綱の規定に基づき、市が行う後期高齢者医療事務に用いる書

類の様式は、別表に定めるところによる。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めのない事項は、健康福祉局長が別に定めるものとす

る。 

附 則（平成２１年３月３１日要綱第２９８１号） 

（施行日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

（平成２０年度における被扶養者であった被保険者に係る平成２１年度の支払

回数割保険料額の特例） 

２ 平成２０年度における被扶養者であった被保険者（法第９９条第２項に規

定する被扶養者であった被保険者をいう。）に係る特別徴収の方法によって

徴収する支払回数割保険料額の見込額についての第５条第１項の規定の適用



については、同項中「１０」とあるのは「５」と、同条第２項の規定の適用

については、同項中「８」とあるのは「４」とする。 

（平成２０年度における被扶養者であった被保険者に係る平成２１年度の市

町村決定額の特例） 

３ 平成２０年度における被扶養者であった被保険者（法第９９条第２項に規

定する被扶養者であった被保険者をいう。）に係る特別徴収の方法によって

徴収する市町村決定額について、準用介護保険法第１３４条第２項、第３項

及び第４項の規定により通知が行われた場合で準用介護保険法第１３５条第

３項の規定により特別徴収を行った者については第６条第１項の規定を適用

し、同項中「前年度の年間保険料」とあるのは「前年度の年間保険料に２を

乗じて得た額」とする。 

   附 則（２１川健長医第４１２号・健康福祉局長専決） 

１ この要綱は、平成２１年１０月１日から施行する。 

   附 則（２１川健長医第６７９号・健康福祉局長専決） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則（２２川健長医第９４号・健康福祉局長専決） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第１１条関係） 

様式番号 名称 根拠条項 

１ 特別徴収開始のお知らせ 第３条 

２ 支払回数割保険料額変更申出書 第７条第１項 

３ 長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更

申出書 

第８条第１項 

 

４ 長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更

申出書 

第１０条 

５ 長寿（後期高齢者医療）保険料納付方法変更

決定通知書 

第９条第１項 

６ 長寿（後期高齢者医療）保険料納付方法変更

却下通知書 

第９条第２項 

７ 長寿（後期高齢者医療）保険料納付方法変更

取消通知書 

第１０条の２第

１項 

８ 長寿（後期高齢者医療）保険料納付方法変更

通知書 

第９条第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

 

 

区長 

      

           年度特別徴収開始のお知らせ 

 

     年度後期高齢者医療保険料として、次の年金から引続き特別徴収の方法により納めていただくこ

ととなりますので、お知らせします。 

 

被保険者氏名 
 

被保険者番号
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料の納付方法             納付額 

特別徴収義務者

基 礎 年 金 番 号

年 金 種 別

開 始 年 月

納 期 保 険 料 額 



様式第２号 

 

 

 

支払回数割保険料額変更申出書 

１ 被保険者（後期高齢者医療被保険者証をお持ちの方） 

 

 

 

２ 申請者（申請者の方が被保険者と異なる場合のみ御記入ください。） 

 

 

 

 

【処理欄】※次の枠内は記入しないでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被保険者番号  氏名 

住 所 

電話番号 

氏 名 被保険者との関係

住 所 

電話番号 

変更前支払回数割保険料額 

４月 

６月 

８月 

変更後支払回数割保険料額 納付月 判定割合 

□ 承認 

□ 不承認 

（理由                   ） 

受付印 



様式第３号 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申出書 

（あて先） 

  

 私（申出者）は、長寿（後期高齢者）医療保険料を口座振替により納付する

ことを希望し、その旨、関係書類を添えて申し出いたします。 

 なお、未納が生じた場合は特別徴収に戻されることに同意いたします。 

【申出者記入欄】※太枠内のみ御記入ください。 

被保険者 

氏  名 

 
被保険者証 

番   号 

 

住  所 
  

電話番号 
  

口座名義人 
 

申出者との 

続   柄 

 

【処理欄】※次の枠内は記入しないでください。 

資格取得年月日 保険料の納付方法 受付印 

    年  月  日 
納 期 数     月間 

納付済月数     月間 

 

登録口座 □ 有 □ 無 
 

□ 承認 □ 不承認 

 

(理由                 ) 

 □ 新規口座 □ 依頼者控 

特別な事情（滞納について考慮すべき事由があれば記載）

□ 減免  □ 資格証発行基準に該当 

□ その他（                   ）

 

 

 



様式第４号 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申出書 

（あて先） 

 

私（申出者）は、長寿（後期高齢者）医療保険料を特別徴収（年金からの差し引

き）から口座振替により保険料を納付する旨を申し出たことを撤回します。 

 

【申出者記入欄】※太枠内のみ御記入ください。 

 

被保険者 

氏  名 

 

 

被保険者証 

番   号 

 

住  所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付印 



様式第５号 

号 

年  月  日 

 

川崎市  区長 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申請認定通知書 

 

 長寿医療保険料納付方法変更申請につきましては、次のとおり認定しましたので通知します。 

被保険者番号  

被保険者氏名  

申請年月日  

決定年月日  

理   由  

 
※ 特別徴収（年金からの差引き）により保険料を納めていた方には、この通知書とは別に後期高齢者医療

保険料納入通知書により保険料の納付方法及び納付額の変更をお知らせします。 

    特別徴収から普通徴収（口座振替）への変更は、特別徴収により保険料を納付していただいた翌月から

となります。 

 

不服申立て及び取消訴訟 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に、神奈川県後

期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める訴え（以下「取

消訴訟」といいます。）は、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内

に、川崎市を被告として（川崎市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

なお、取消訴訟は、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされて

いますが、①審査請求があった日から３箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続

の続行により生ずる著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき

正当な理由があるときは、裁決を経ないでも取消訴訟を提起することができます。 

 

 

 

 



様式第６号 

号 

年  月  日 

 

川崎市  区長 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申請却下通知書 

 

 長寿医療保険料納付方法変更申請につきましては、次のとおり却下しましたので通知します。 

被保険者番号  

被保険者氏名  

申請年月日  

決定年月日  

理   由  

 
※ 特別徴収（年金からの差引き）により保険料を納めていた方には、この通知書とは別に後期高齢者医療

保険料納入通知書により保険料の納付方法及び納付額の変更をお知らせします。 

    特別徴収から普通徴収（口座振替）への変更は、特別徴収により保険料を納付していただいた翌月から

となります。 

 

不服申立て及び取消訴訟 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に、神奈川県後

期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める訴え（以下「取

消訴訟」といいます。）は、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内

に、川崎市を被告として（川崎市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

なお、取消訴訟は、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされて

いますが、①審査請求があった日から３箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続

の続行により生ずる著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき

正当な理由があるときは、裁決を経ないでも取消訴訟を提起することができます。 

 

 

 

 

 



様式第７号 

号 

年  月  日 

 

川崎市  区長 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更申請取消通知書 

 

 長寿医療保険料納付方法変更申請につきましては、次のとおり取消しましたので通知します。 

被保険者番号  

被保険者氏名  

申請年月日  

決定年月日  

理   由  

 
※ 特別徴収（年金からの差引き）により保険料を納めていた方には、この通知書とは別に後期高齢者医療

保険料納入通知書により保険料の納付方法及び納付額の変更をお知らせします。 

    特別徴収から普通徴収（口座振替）への変更は、特別徴収により保険料を納付していただいた翌月から

となります。 

 

不服申立て及び取消訴訟 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取った日の翌日から起算して６０日以内に、神奈川県後

期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます。この決定の取消しを求める訴え（以下「取

消訴訟」といいます。）は、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内

に、川崎市を被告として（川崎市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

なお、取消訴訟は、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないとされて

いますが、①審査請求があった日から３箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続

の続行により生ずる著しい損害を避けるための緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき

正当な理由があるときは、裁決を経ないでも取消訴訟を提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号 

号 

年  月  日 

 

川崎市  区長 

 

長寿（後期高齢者）医療保険料納付方法変更通知書 

 

 長寿医療保険料納付方法につきましては、次のとおり口座振替を取消し、特別徴収

（年金からの差引き）としましたので通知します。 

 

被保険者番号  

被保険者氏名  

決定年月日  

理   由  

 

 

不服申立て及び取消訴訟 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取った日の翌日から起算して６０日

以内に、神奈川県後期高齢者医療審査会に対して審査請求をすることができます。こ

の決定の取消しを求める訴え（以下「取消訴訟」といいます。）は、前記の審査請求

に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内に、川崎市を被告として

（川崎市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

なお、取消訴訟は、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起すること

ができないとされていますが、①審査請求があった日から３箇月を経過しても裁決が

ないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため

の緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは

、裁決を経ないでも取消訴訟を提起することができます。 

 


